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プロジェクトの概要



➢ 2022年度 山梨中央銀行が事務局となり、県内全地方公共団体・金融機関・税務署・各種経済団体

と連携し、

本プロジェクト開始。

➢ 2023年度 東京地方税理士会山梨県会様が協力機関に参加。

   山梨県法人会連合会様が「国税庁長官感謝状」を受章。

➢ 2024年度 日本銀行甲府支店様が参画機関に参加。

➢ 2025年度 山梨県納税貯蓄組合総連合会様、山梨県内納税貯蓄組合連合会様

       甲府財務事務所様が協力機関に参加。
4

プロジェクトの概要

➢ 税金の「納付書レス・キャッシュレス納付」を推進し、政府が掲げる「行財政事務効率化とDX促進」
を背景とした、納税者の利便性向上と効率的な収納事務の実現、そしてSDGsの達成を図る。

目 的

経 緯

【2022年４月21日】
各金融機関の役職員が甲府駅前で街頭キャン

ペーンを実施し、PR用のパンフレットを配布し
たときの様子。

県内企業・個人事業主への電子納付（e-Tax・eLTAX）の普及拡大・利用促進
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2025年度の活動実績
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01 2025年度の活動実績

➢ 税務署等指導員等との「帯同訪問キャンペーン」の継続実施

➢ 参加団体・協力団体間の連携

➢ 各種広告媒体を利用した普及啓発

➢ 共通パンフレットを使用した庁舎・金融機関窓口等における普及啓発

➢ 地方公共団体・金融機関職員向け導入サポート研修の開催

➢ 各種広告媒体を活用した普及啓発

【導入サポート研修の様子】 【共通パンフレット】

共通の取組

【FamilyMartVisionでの放映イメージ】
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02 2025年度の活動実績

➢ 山梨中央銀行では「e-TAX・eLTAX」のダイレクト納付を行った事業
者から抽選でカタログギフトをプレゼントするキャンペーンを実施。

個別の取組

【その他参画機関様・協力機関様】

➢ お客さま説明会やお客さま訪問の実施。

➢ デジタルサイネージ・HP周知。

➢ 住民への納税通知にリーフレットを同封。

【大月市様・甲府信用金庫様・JAバンク様・山梨中央銀行】

【山梨県様・甲府税務署様・山梨中央銀行】
➢ 山梨中央銀行本店営業部への来店者に向け、個別相談会を実施。

【キャンペーン】

【個別相談会】

【県内４税務署様】

➢ 毎月10日を「キャッシュレス納付推進デー」と定め、来庁者にキャッシュ
レス納付を積極的にPR。
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03 2025年度の活動実績

e-Tax・eLTAXの利用件数（山梨中央銀行取扱件数）

2022年度比
約3.5倍

2022年度比
約2.3倍
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04 2025年度の活動実績

帯同訪問の件数（山梨中央銀行取扱件数）

➢ 帯同訪問件数は年々減少。知識が増え、帯同訪問なしで当行行員のみで訪問してるケースも増
えている。

➢ 帯同訪問を行った場合は、高い割合でe-Tax・eLTAXの導入が行われている。
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2026年度の活動
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01 2026年度の活動

項 目 内 容

事務局 山梨中央銀行 地方創生推進部

実施期間 2026年４月１日～2027年３月31日

参画団体

【地方公共団体】
山梨県・県内27市町村

【金融機関】
日本銀行甲府支店、山梨中央銀行、甲府信用金庫、山梨信用金庫、山梨県民信用組合
都留信用組合、JAバンク山梨、みずほ銀行、三井住友銀行、りそな銀行、三井住友信託
銀行、中央労働金庫、ゆうちょ銀行

協力団体

甲府財務事務所、甲府税務署、山梨税務署、大月税務署、鰍沢税務署
山梨県法人会連合会、甲府法人会、大月法人会、山梨法人会、鰍沢法人会、
山梨県商工会連合会、甲府商工会議所、富士吉田商工会議所、
東京地方税理士会山梨県会、山梨県市長会、山梨県町村会、
山梨県納税貯蓄組合総連合会 、甲府税務署管内納税貯蓄組合連合会、
山梨地区納税貯蓄組合連合会、大月税務署管内納税貯蓄組合連合会、
鰍沢税務署管内納税貯蓄組合連合会

本プロジェクトの体制
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02 2026年度の活動

目 的

戦 略

戦 術

税金の「納付書レス・キャッシュレス納付」を推進

e-Tax・eLTAXによる電子納付を推進

（１）参画団体・協力団体間の連携

（２）帯同訪問によるe-Tax・eLTAXの導入サポートの実施
（３）e-Tax・eLTAX導入サポート研修の実施
（４）共通パンフレット・連絡ツールを使用した普及啓発
（５）参画機関による一斉活動
（６）各団体の会議（会員向け）の一部を利用して普及啓発
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03 2026年度の活動

１．参画機関・協力機関間の連携

➢ 全体会議を開催し意識を統一するとともに、情報共有を図り団体間の連携を深
める。

➢ 税理士会と連携し、地域事業者に電子納税の利用を推進する。
➢ 法人会や商工会の各種会合において、会員への普及啓発を行う。

２．帯同訪問によるe-Tax・eLTAXの導入サポート

➢ e-Tax・eLTAXの導入を希望する事業者に対して、税務署、山梨県、市町村の職
員および金融機関の職員が訪問し、導入サポートを行う。
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04 2026年度の活動

３．e-Tax・eLTAX導入サポート研修の実施

➢ 帯同訪問に対応可能な指導員の育成に取り組む。

４．共通パンフレットや幟旗を使用した普及啓発

➢ 庁舎・金融機関窓口・渉外活動等の様々な機会を捉えて、共通パンフレットや
幟旗を活用した納税者への普及啓発を行う。
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05 2026年度の活動

５．参画機関による一斉活動

（１）目 的
年明け後の申告・納税シーズンの前に、全県下で電子納付の機運を高める。

（２）内 容
各参画機関オリジナルの活動を展開する。
※例えば、パンフレット掲示やデジタルサイネージでの動画放映など
※山梨中央銀行では、各種広告媒体を利用した普及啓発や、ダイレクト納付

 における 納税予備軍へのアプローチを予定。
（３）実施時期

2026年10月～
（４）その他

本取組は、参画機関（地方公共団体や金融機関）が対象となりますが、協力機
関の皆さまもご協力をお願いします。

6．各団体の会議（会員向け）の一部を利用して普及啓発

➢ 各団体（会員向け）の会議の一部を利用し、会員に向けに直接普及活動を行う。
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2026年度スケジュール
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2026年度スケジュール

４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３

全体会議

参画団体・協力団体間の連携

帯同訪問

導入サポート研修

参画機関による一斉活動の企画内容の共有(※)

参画機関による一斉活動

※ 各機関が一斉活動によるオリジナルな施策を企画するにあたり、参考としていただく。

月施策




